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 初めまして、桜内と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 
 実をいいますと、私、三重県に来ましたのは、今日が初めてであります。ただ、役所
に、以前、勤めておりましたので、こちらに今も総務部長でいらっしゃる中尾さんもそ
うですけれども、あと村尾さんですね、村尾さんの下で、三重県から役所に帰られた後
に、半年ほど部下としてお仕えしたこともございます。今日は、特に藤田議長のお声が
かりでこういうふうな機会を与えていただきまして、本当にありがとうございます。 
 表題をちょっと映しますと、横にも書いておるところですけれども、これですね、
「『あなたの自治体は大丈夫か？』～地方分権時代の財政制度と議会の役割～」という
ふうに題しまして、今日は約１時間ほどお話をさせていただきたいと思っております。
その後に、藤田議長、それから萩野副議長とともに、また対談形式あるいは会場の皆さ
まからのご質問等をいただきながら進めていきたいと考えております。 
 中身に入る前に申し上げますと、市議会の議員の皆さま方、もちろんまず県会議員の
方々、それから特に経済界の方ですね、多数いらしているとお伺いいたしました。 
 私、仕事でやっておりますのが、通常、財政という言い方ではなく、公会計という言
い方をしております。公の会計制度の在り方について、ここ５年近く、大学に移りまし
てずっとやってきております。なかなか公会計ないしは財政制度と申しますと余り人気
のない分野でありまして、大学においても、なかなか学生さんもピンと来ないからか、
毎年ゼミの存続が危うくなるぐらい人気がないんですけれども、今日こんなにたくさん
人がいらしていただいて、大変ありがたいと思いますと同時に、特に藤田議長のご人徳、
それから思い入れ等もあるのかなというふうに推察申し上げます。 
 特に私、公会計というのを繰り返しになりますがやっておりますので、常々思うんで
すけれども、議員の方々、政治家の方々からすると、この公会計ないし財政制度という
分野は、重要だろうというふうな感覚はあるんでしょうけれども、いかんせん、選挙に
おいて票にならない分野なんですね。いかに財政制度を変える、公会計制度を変えると
申しましても、なかなか票には結びつかないというふうに言われております。 
 また、経済界といいますか、通常の民間企業なり、あるいは公認会計士の方々とも常
日ごろおつき合いがあるわけですけれども、これも金にならんと。公会計というのは金
にならん。なかなか役所が、財政制度を変える、あるいは財政システム、会計のシステ
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ムに新しくコンピューターのシステムを入れかえる等々ありましても、結構買いたたか
れちゃって、かわいそうなことなんですけれども、お金にならない。 
 地方自治の場合、包括外部監査人制度とかがありますけれども、これも会計士の方々
に言わせますとほとんど金にならんというふうなことで、なかなかみんな、大事だろう
なという気持ちはあるんですけれども、なかなか入ってきづらい分野かと思います。と
はいえ、今日、こんなふうに非常に多くの方々がいらしてますので、できるだけわかり
やすく公会計なり財政制度というものについてご説明申し上げたいと思います。 
 では、早速ですが、中身に入ってまいります。 
 本日、お手元に配らせていただいておりますが、基本的に色刷りのレジュメに沿って
お話をしていきたいと考えております。大体こんなふうな目次立てで考えております。
まず、夕張市について具体的な事例から見ていくとわかりやすいかと思いますので、こ
ちらから話をしてまいります。その上で、もうちょっとやや理屈っぽい話も途中織りま
ぜながら進めさせていただきたいと思います。 
 では、最初の「財政破綻とは何か」というところであります。 
 特に地方自治体、国もそうなんですけれども、財政破綻というものをどういうふうに
認識するのかというのは、非常にこれは難しいものがあります。昨年来、自治体の破綻
法制というものを新たにつくろうということで、検討が総務省の方でもなされてきてお
ります。 
 夕張市というのは、ご承知のとおり、財政再建団体に指定されるわけですけれども、
実際、財政再建特別措置法ですかね、もっと長い名前だったと思うんですけれども、こ
れは非常に古い法律でありまして、昭和２９年度、地方自治体の破綻に備えての特別措
置法として、１年限りの、基本的には１年限りの特別措置法として定められたものであ
ります。その後は準用という形で、昭和３０年度以降は使われてきております。そうい
う意味でちょっとやや古い法律に基づいて夕張市のその後の処理とかがなされてきてお
りますので、実際にはもっと、破綻の認識の基準であるとか、それから一体どういうふ
うに破綻処理手続を進めていくのか等々について、より時代に即したものにしなくては
いけないということかと思います。 
 夕張市でありますけれども、こちら、ご覧になれますでしょうか、お手元の方が見や
すいかもしれないんですけれども、夕張市で、結局、何が起こっていたのかといいます
と、新聞等でご承知の方も多いとは思うんですけれども、基本的には一時借入金という
ものを使いまして、特に出納整理期間のお金の入り繰りを利用した上で、どんどんこの
一時借入金が膨らんでいったわけでありますけれども、結局のところ、これが雪だるま
式に膨らんでいきまして、もうどうにも、一時借入金とは言っていながら、返せないと
いう状態になったということであります。 
 ここではそんなに難しい話をするつもりはありませんが、実際に夕張市でなされたこ
とというのは非常に簡単でして、一般会計、特別会計との間で一時借入金をそのままお
金を流していくというやり方なんですけれども、お金を返すときですね、一時借入金と
いうのは、皆さんご承知の方は非常に多いと思うんですけれども、年度内に償還しなく
てはいけない借入金を指すわけです。年度内というのが、一般会計から見て年度内であ
ればいいということですので、結局のところ、この特別会計を使って出納整理期間中に
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償還を行っていくと。ただし、その財源というのは、新たな年度に一般会計が借り入れ
た一時借入金でありますので、結局これ、実質的には借入金を返していないかたちにな
っていますので、毎年毎年、これが膨らんでいったわけですね。どうにもならないとい
うところまで来まして、ついに財政再建団体に指定されることになったということであ
ります。 
 このようなやり方というのは、実をいいますと、どこでも起こり得る話であります。
かつ、地方自治法ないし地方財政法に違反した処理かというと、そうでもありませんで、
これはもう何といいますか、これまでの財政制度、公会計制度で見つけられなかったか
というとそうでもないので、財政制度をわざわざいじくる必要がないという意見もあり
はするんですけれども、制度面での問題点というところを指摘しますと、要はこういっ
た一時借入金ですとか、あるいはその累増を防ぐというふうな制度の仕組みがそもそも
なかったと。なかったというのは、この一時借入金をどういうふうにコントロールして
いくのかというふうなことが、制度の設計上、そもそも考えられていなかったというこ
とかと思います。 
 もちろん夕張市の場合、ご承知のとおり、石炭の産地であったわけですので、それが
平成１０年代に入りまして、ようやく産炭地域に対する国からの補助金というものがど
んどん絞られていきまして、終わったわけですね。その結果として、実際に終わったの
が平成１４、５年だと思うんですけれども、そこから数年たって、こういうふうな状態
が露見したということかと思います。 
 やや特殊なケースとも言えるんですけれども、実際に財政の資金繰りがなかなかつか
なくなって、こういった処理をやるというのは、ほかの自治体でも散見されるところで
すので、人ごとじゃないといえば人ごとじゃない。大事なのは、やはりこういった処理
を、やや不適切な処理をする前に、財政運営というものをきちんと、収支をまず合わせ
ていく、あるいはこういった一時借入金も含めて財政のコントロールをやっていくとい
う観点が必要だということかと思います。 
 次のページですけれども、これは北海道庁が調べた結果を簡単に書いております。こ
れは後で見ていただければ分かる話ですので、こういうものがあるということだけ指摘
しておきます。 
 地方財政再建促進特別措置法、これは先ほども言いましたように昭和２９年度限りの
特別措置法だったわけですけれども、これが今、準用がなされてきているというかたち
であります。 
 あと一つ、この法律の悪い点をいくつかちょっと挙げておきますと、まず破綻の認定
基準というのが非常に緩いといいますか、実質収支が赤字であれば、財政再建団体への
申請を自治体がするというふうな書きぶりになっております。実際に、じゃ、実質収支
の赤字が幾らまでなのかというのは、法律の本則にも書いておりませんで、政令に落と
されているんですね。都道府県の場合が５％ですかね、赤字。市町村の場合が２０％の
実質収支の赤字でもって、基本的には申請しろということになっているんです。 
 ただ、夕張市の市長さん、亡くなった方ですけれども、自分が市長である間は絶対に
申請しないと言い張ってきたんですね。実際、この地方財政再建促進特別措置法の欠陥
と言われるのは、破綻の認定権というものが国とかにないんですね。ですので、その自
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治体、当事者である自治体のまず首長さんが議会に申請したいということで提案をして、
議会が承認しないと総務省の方に行けないというふうな仕組みになっておりますので、
ある程度、資金繰りがつく以上は、財政再建団体にならずに済むというふうな非常に緩
いといえば緩い仕組みになっておりました。 
 また、本則でいえば、破綻処理をどういうふうにやるかというと、この法律上は、基
本はリストラです、歳出の削減ですとか、早期退職を促すですとか。ただ、特則としま
して、よほどお金が足りない場合には、法定外税ですとかを乗せることができると。標
準税率よりも乗せることができるとか、そういう規定もありまして、夕張市の場合はリ
ストラだけでは追いつかないので、実際、法定外税ですとか、そういったものを乗せて
いくということで、いろいろと報道がなされているような市民の不満が募っているとい
うことであります。 
 その他、夕張のほか、特定調停を行った公社・三セクというのが徐々に出始めており
ます。これは特に県ですね、どの県におきましても、特に住宅供給公社ないしは土地開
発公社の財政状態というのは非常に悪いものがあります。私が今、仕事をやっておりま
す新潟県─新潟県といっても新潟大学なんですけれども、新潟県も塩漬けになった土
地をいっぱい抱えておりまして、非常に契約の仕方がこれまた緩いといいますか、責任
の所在が非常に不明確な取引をしておりまして、こういうふうに破綻処理を行っている
ところはまだいい方でして、破綻処理にも手がつけられないというところがもっといっ
ぱいあるということであります。おそらく三重県さんも何らかの問題を抱えていらっし
ゃるのではないかと思うんですけれども。 
 ここでちょっとこういった財政破綻に至る前の見きわめ方というか、ポイントになる
ところだけ簡単に、口頭ですけれども申し上げておきます。夕張市なども、もう１０年
ほども前から実質収支赤字というのは２０％前後で、基準となるものを超えておったり
しましたので、もういつ倒れるか倒れるかというふうに言われてきたんですね。だけど
も、ずっと引っ張ってきて、こういうていたらくになったわけですけれども、３点、自
治体なりの財政を見るポイントというのをここで指摘しておきたいと思います。 
 １つ目が、いわゆるバランスシート科目、項目に相当するような歳入歳出というのを
注意して見ていただきたいということであります。 
 例えば、夕張の例もそうなんですけれども、地方債の金額というのはもちろん議会に
も出ますし、それなりに議員の方々あるいは行政の方々あるいはマスコミの方々が注目
するんですけれども、特に負債でいえば借入金ですね。借入金というのは、現金主義で
すので歳入として扱われるわけですけれども、これが場合によっては単に施設費関連収
入ですとか、あたかも借入金ではないかのような科目名がつけられている場合もありま
す。 
 これは国も地方も両方とも似たようなところがあると思うんですけれども、そういっ
た、特に借入金というものが実際どのぐらいなされているのか、どういった期間の借入
金なのか、かつ、一時借入金ですと年度末に償還されていなくてはいけないんですけれ
ども、夕張市のように、特別会計との間で出納整理期間の差を若干うまく使ったという
か、どんどんこの一時借入金がふえていくのを見逃していたわけですね。本来であれば、
これは実際に予算なりをチェックする議会、特に今日は議会の方が多いので申し上げて
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おきますけれども、議会の方々が、何でこの一時借入金が毎年こんなふうにふえていく
んだと。２倍、３倍となっていってるんですね。あれをここ数年放置していたというふ
うな、見て見ぬふりをしたといいますか、気づかなかったというのもあるかもしれない
んですけれども、そこはやっぱり見なくてはいけないポイントだと思います。 
 また、負債といいますと、あと、負債のつけかえというのがたまになされます。つけ
かえって、別に悪いことをやっているわけじゃないんですけれども、ほぼ実質的に破綻
した公社・三セク等の負債を県の方の一般会計などにつけかえると。ないしは、つけか
えなくとも実質的に補てんしてやるような、例えば県からの貸付金という形にして、こ
れが無利子で貸し付けを行うと。いつその貸付金が返ってくるかもわからんというふう
な場合があります。 
 これは実際には、これは貸付金という名目、法律上の名目はそうですけれども、会計
上の見方というのは、実質的に一体これは何なのかと。貸付金なのか、そうじゃなのか
というところから見なくてはいけません。また、それが借入金として逆に起こすときに、
どういった科目名で入ってくるのかというのを見なくてはいけないということです。 
 国の場合ですと、負債のつけかえというのは、例えば国鉄の債務ですね、２８兆円が
一般会計につけかえられています。それから、おととしですか、その前だったかですけ
れども、本四架橋の本四公団の債務、これも１兆５，０００億でしたかね、これも一般
会計につけかえられております。現金が動かないので、これは議会の議決事項じゃない
かと思うんですけれども、よくよく見ないとこの辺はわからなかったりします。ですの
で、特に負債ですね、借入金とか、それに類する負債のつけかえとか、その点について
は、ぜひ議会の皆さまにはきちんと質問されるなり、これ、何でこんな数字なんやとい
うのを行政の方に尋ねていただくとか、そういうのが重要ではないかと思います。 
 それから、バランスシートの科目といいますと、借入金とかの負債だけじゃありませ
んで、資産というのもあります。 
 この間、たまたま知り合いの方から、これ見てと言われて、ちょっとびっくりしたん
ですが、公営バス事業をやっている自治体が結構あると思うんですけれども、バス事業
のところで、それに関して貸借対照表ですとか損益計算書が一応議会に提出されて、予
算として議決されているわけですね。非常に変な科目がありまして、何だろう、これと
いう話だったんですが、それは退職給付費という名前で繰延資産として計上されている
んですね。これ、普通に考えるとちょっとおかしい話でして、実際には退職給付という
のはもう既に出ていったお金でして、なくなっているお金なんですね。手元にはないと。
それを地方公営企業法では繰延資産として２０年以内に償却すればいいという、ちょっ
と甘い、民間企業の会計基準に比べれば非常に甘い会計処理を認めてたりします。 
 そのほか、資産の科目としては、繰延資産のほかに、先ほどもちょっと言いましたけ
れども、出資金ですね。公社・三セクに対する出資金というものが実際にいくらの価値
があるのかというのは、これはよくよく見ないことにはわかりません。実際には、お金
の受け手のほうの財務諸表等を見ることによって、いくらぐらいになったんだなという
のが分かるわけです。 
 例えば国の方は、最近これは改まったんですけれども、ここ４、５年、改まったんで
すけれども、例えば宇宙開発事業団に対する出資金というのを建設公債でもって調達し
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て入れておったんですけれども、出資金というのが、簿価で出したお金をそのまま積み
上げていたんですが、じゃ、宇宙開発事業団で、それは本当に簿価で載せていって大丈
夫なのかというと、資産として残っているかというと、例えば衛星、打ち上げを失敗し
て、もう海の藻くずになっているですとか、あるいは、これは郵政省の所管法人だった
んですけれども、通信・放送機構というのがあったんですが、インド洋上に人工衛星を
もってたんですね。それが３０億か何かでバランスシート上に資産として計上されてい
たんですけれども、じゃ、その人工衛星はどこへ行っているんですかというと、インド
洋上のどこかにあるんですけれども、どこに行ったかわかりませんと。コントロール不
能ですと言っているわけですね。それはさすがにもう資産から除却しなさいという話に
なったわけですけれども、そういった出資金の使い道ですね、というものが実際にその
ような価値を持っているかどうかというのは、見るべき箇所だと思います。 
 ２つ目ですけれども、ポイントとなるのが、あと、公共事業で、よくここ数年、費用
便益分析ないしはＢ／Ｃとかと言ったりしますけれども、駅前の道路の整備等を行った
場合に、どれだけ経済効果があるのか、それに対して事業費がいくらなのかというのが
一応計算されるようになっているんですね。必ずしなくてはいけないということになっ
ております。ただ、特にこのベネフィットの部分ですね、効果、経済効果はいくらあり
ますというところは、やはりまゆにつばつけて見ていただく必要があるというふうに思
います。 
 というのは、なるべく膨らまそうというふうにどうしてもインセンティブが働いてい
ますので、本四公団なんて、実際の車の通行量とかは当たったためしがありません。実
際には予測として挙げた数字の２分の１以下しか車の通行台数がないですとか、そうい
うのがざらにあります。さすがに道路の整備とかでそこまではないとは思うんですけれ
ども、ただ、駅前の整備とか、これも私、たまたま新潟県の資料を見てちょっとあぜん
としたんですけれども、経済効果として、駅前のイメージ向上というのが何億円かとや
っぱりついているんですね、どうやって計算したんだという話なんですけれども。公共
事業に関する費用便益分析の特に便益の部分については、よくよく数字の根拠というの
を正していただくという必要があるんじゃないかというふうに思っています。 
 ３つ目のポイントですけれども、手がかりといいますか、足がかりの３つ目のポイン
トは、バランスシートとは離れるんですけれども、科目の名前として、歳出の科目の名
前として、委託費ですとか、特に補助金の中でも補助金適化法対象の補助金。適化法の
対象なので大丈夫だろうと思われるかもしれないんですけれども、逆に言うと、適化法
というのは手続しか定めていないんですね、補助金の出し方の手続しか。ですので、内
容に対する吟味というのはほとんどなされてません。 
 また、委託費というのも、何でもかんでも委託費になっちゃうんですね、人に仕事を
頼む場合には。ですので、ソフトウエアの開発のように後で実際に使うものもあれば、
単にアルバイトを雇うのも委託費というのもあり得ます。委託費とは一体何なのかとい
うところは、議会でよくよく見ていただく必要があろうかと思います。それから、特に
補助金ですね。最近はだいぶ補助金も削られていますけれども、それでも非常に規模が
大きいです。 
 こういった点ですね、実際に予算なり─決算を見てもしょうがありませんので、ま
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ずは予算の段階で、ぜひ、今、言ったような、繰り返して言いますと、３つポイントを
言いますと、まず１つ目が、バランスシートの科目。バランスシートには資産と負債と
いうのがありますので、負債に関しては特に借入金に着目すると。借入金の形になって
いなくとも、負債の付け替え等がなされている場合には、どういう理由でいくらの金額
がつけかえになっているのかというのを見る。それから、資産の部分については、固定
資産というのは、公共事業等ですけれども、そんなに間違うことがないんですけれども、
固定資産以外の出資金ですとか、繰延資産として処理されているものですね、こういっ
たものについては気をつけて見る必要があるというのが１点目。２つ目が、公共事業の
費用便益分析の便益の部分について、その数字の根拠というのを正していただくと。３
つ目が、委託費、補助金等ですね、規模も大きいですので、見ていただく必要があろう
かなというふうに思っています。 
 だいぶこの辺で話が時間が経ってしまってるんですけれども、２つ目の項目としまし
ては、「新地方公会計制度の構築」、この辺を私は昨年来、総務省の新地方公会計制度
研究会というある種、審議会の委員として参加しておりました。こちらちょっと概要だ
け説明しておきます。 
 これ、皆さん、人ごとだろうと思われるかもしれないんですけれども、これは全自治
体に対して、３年をめどにということなので、平成２０か２１年度には、この報告書の
会計基準に従って財務諸表を作成し、それを実際の財政運営に役立ててくれと、そうい
うふうな総務事務次官からの通知が全自治体にすでに行っています。また、これは法律
にもなっています。ですので、人ごとと思わずに、ちょっと今日、耳を傾けていただき
たいんです。 
 これは総務省がまとめている紙を簡単にちょっとポイントだけ引っ張ってきたんです
けれども、１つ目が、「現金主義決算の分析と開示」、これは従来からの決算統計に類
するやり方をもうちょっと分かりやすくやりましょうというので、ちょっとこの図です
ね、レーダーチャートみたいなやつをつくって見てみましょうという話であります。こ
れはそんなに従来のやり方から外れる話ではないので、そんなに難しいことではないか
と思います。 
 ２つ目の「新しい再建制度」、これは先ほど言った、総務大臣は２年以内に整備する
というふうに言っているということなんですが、新しい財政上の指標が必要になってき
ます。フロー指標、ストック指標、これは何を意味するかというと、フローというのは
歳入歳出のようなものと。現金の流れを意味します。ストックというのは、先ほどバラ
ンスシート項目と言いましたけれども、資産とか負債とか、財産として要は残高がある
ものをストックというふうにいいます。 
 これに関して、これまでは歳入歳出一体改革ですとか、そういうフローしか基本的に
財政運営上、コントロールのターゲットにしていなかったんですけれども、今後はスト
ックについてもコントロールのターゲットにしましょうということであります。 
 この辺は、お手元には配らせていただいたんですが、法律になっているというのが、
「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」、長ったらしい
名前ですけれども、これが昨年６月２日に、行政改革推進法と略されますけれども、こ
れが公布・施行されています。この中で、「国の資産及び債務に関する改革」というの
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が５８条から６２条にありまして、じゃ、これは国の話かと思ったら甘くて、６２条で
地方も同じことをやれというふうに書いてあるんですね。その中で、特に先ほどのバラ
ンスシート項目、資産ですとか負債のコントロールというのをきちんとやりましょうと。 
 特に国の場合には、国有財産を売却するですとか、特に規模が大きいのが財政投融資
の貸付金の証券化等、証券化と組み合わせて郵貯、簡保等の持っている国債と交換する
というふうなやり方で、１００兆円以上、国の国債残高を減らしていくというふうな、
そういうふうな計画が検討されているところであります。 
 ３番目ですね、「新たな公会計の整備」、これがまた今ほど申し上げた法律の６２条
にありまして、それが、発生主義を活用した公会計の整備、都道府県─三重県はちゃ
んとやらなくてはいけないということですね、それから市町村であっても人口３万人以
上のところは全部やれと。それは３年以内でやりなさいということになっております。 
 じゃ、どういうことをやらされるのかというと、やらされると言うと非常に後ろ向き
で申しわけないんですけれども、スライドの、ここはストック指標の例ですね。これも
後でご覧になっていただければいいかと思います、ちょっと中身、細かい話になります
ので、ここは端折ります。 
 ここですね、新地方公会計制度研究会報告書、非常に地味な名前なんですけれども、
３年をめどとして全自治体が財務諸表を作成しろと。バランスシートですとか、その他
損益計算書に相当する行政コスト計算書、それから純資産変動計算書、資金収支計算書
という、こういったものを３年をめどに作成しなさいという、その会計基準について事
細かに書いている報告書であります。これもお手元に配っていただいています。ちょっ
と中身について説明する余裕が今日は全然ないんですけれども、資料３で、ちょっと分
厚いＡ４縦の資料としてこれがついております。 
 自治体の方々、実際に財務諸表を作成するのは各自治体の財政課なりがやっていくこ
とになるかと思うんですけれども、基本的に今のところ、各自治体の職員の方々の間で
は、「これを本当にやるの？」というぐらいの緊張感のない空気が漂っておりまして、
私も仕事柄、自治体の職員の方々といろいろと接する機会もあるんですけれども、「こ
れって法律で義務付けられてるんですか」というふうに聞かれるんですね。実際、地方
自治体に対して、国から法律で義務付けるということはほとんどありません。だけども、
助言、協力するという言葉は、地方自治法もそうなんですけれども、いろんなところに
出てくるんですね。 
 これだけはちょっと見ていただきたいんですが、先ほどの行政改革推進法、資料２な
んですけれども、この６２条、一番最後のページなんですが、６２条にちょっと恐ろし
いことを書いてまして、すみません、真ん中のページですね、ちょっとこれ、両面コピ
ーなので見にくいんですが、６２条の２項というのは、下にふってあるページ番号でい
うと４０ページになるところですね。そこの２というところで、第６節の前の条文なん
ですけれども、「政府は、地方公共団体に対し、前項各号の施策の推進を要請するとと
もに、企業会計の慣行を参考とした貸借対照表その他の財務書類の整備に関し必要な情
報の提供、助言その他の協力を行うものとする。」こういう言い方になっているんです
ね。 
 単にじゃ、助言、協力なのかというと、世の中そんなに甘くありませんで、これまた
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お手元に資料４として総務事務次官通達というのが、通知ですかね、これをつけており
ます。中身については後で見ていただければいいんですけれども、これは命令調で書い
てあります。先ほど言ったように、３年をめどに財務諸表をすべて作成しろというふう
な命令調で書いております。期限を切って財務情報の作成というものを要請─助言、
要請というと非常に行儀がいいんですけれども、実際には恫喝に近いですね、強要とい
いますか、そういう状態なわけですね。 
 ですので、恐らく自治体の職員の方々は、これは本当にやるのか、何か面倒くさいか
らやりたくないという方は多いと思うんですけれども、そこはむしろ議会の先生方から、
これは法律もあるじゃないかと。事務次官から通達も来ているじゃないかと。ちゃんと
やれというふうに、これはひとこと言っていただく必要があろうかと思います。これは
日本全国どこもそうなんですけれども、非常に今、緊張感が薄くて、これでいいのかと
いうのが総務省の中でも話題になっているところです。 
 今、映っているところは、その報告書といいますか、基準のポイントであります。 
 いくつかあるんですけれども、１の「目的」のところで大事なのは、先ほども言いま
した、①に、単に歳入歳出の一体改革というだけじゃなしに、資産・負債というストッ
クのコントロールもターゲットにすると。 
 それから、大事なのは④ですね、ここには政策評価・予算編成・決算分析とあります
けれども、一番重要なのはやっぱり予算編成ということです。公会計といいますと、企
業会計から連想されるのか、決算の見せ方の工夫というふうに矮小化して物をとらえる
人が多いんですけれども、そうじゃありません。公会計というのは、予算編成の仕組み、
それから意思決定の在り方を変えていきます。公会計の、先ほど言ったバランスシート
の科目の数字ですとか、あるいは歳入歳出もそうなんですけれども、その数字をどうい
うふうにコントロールしていくのか。そのために予測財務諸表等をつくっていきます。
それからシミュレーションもやっていきます。後でシミュレーションについては平成１
９年度予算、これは国の方ですけれども、シミュレーションをお見せしたいと思うんで
すが、そういうふうにまず予算編成にどう使うのかというところが重要な部分かと考え
ております。 
 ２の「基本的考え方」のところにありますのが、「国の財務書類に準拠した公会計モ
デルを提案」とあるんですが、国の省庁別財務書類というのをおととしから財務省の方
で作成しているんですけれども、実をいうと、それよりももっと実際に予算編成等に使
える基準になっております。ですので、一応、かたち上は、国に敬意をはらって、国の
財務書類に準拠したというふうに言っているんですが、国よりも正直言って良いです、
これは。 
 この黒い◆ですね、「４表の整備ないしは４表作成に必要な情報の開示を要請」とい
うのが、先ほど言った、期限を切ってすべての自治体に財務諸表の作成を求めていると。
ここでは「要請」となっているんですけれども、先ほど言った法律および事務次官通達
─事務次官通達というのは、これは地方自治法上の根拠に基づくんですね。一応、疑
う人もいるかもしれないので言っておきますと、地方自治法２５２条の１７の５ですね。
いわゆる決算統計とかと同じ根拠条文になります。これを無視するというと、よほど太
い神経をしているか、あるいは独立国家を目指す自治体しかないんじゃないかなという
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ぐらいかと思います。東京都は無視しかねないんですけどね。 
 ここは細かいので、後でぜひ興味がある方は見ていただきたいんですけれども、実際
に、じゃ、どういうふうな基準になっているのかというのを簡単にまとめたものであり
ます。この辺は、会計とか、会計士の方とか、好きな方でないとちょっと目が点になっ
ちゃうかもしれないので、特に議員の方々は、こういうのは地元の税理士さんとか会計
士をちょいちょいと呼んで、これはどういうことだというふうに聞いていただくとよい
かと思います。 
 それから、ようやく今日の本題に入ってまいりました。だいぶ時間を使っちゃったん
ですけれども、今日の住民自治セミナーの主題でもあるんですけれども、税金とは一体
何なのか、財政民主主義というものと絡めて、税金の位置付けというものについて簡単
に説明をしていきたいと思います。 
 県民というのは、顧客、要はお客さんなのか、あるいは出資者、要は組織の所有者な
のかという点が、実をいいますと、公会計の世界では一大論点になっているんですね。
何で会計の世界でこんなことが問題になるのかといいますと、お客さんからもらうお金
というのは、売り上げなわけですね。これは収益として処理します。だけども、組織の
所有者からの資金の拠出というのは、これは株式等の引き受けと一緒ですので、出資金、
要は資本として扱わなければいけないんですね。資本なのか、売り上げなのかというと
ころですね。扱う勘定が別なので、かつ、実際に税金という非常に大きな政府部門の活
動の財源というものが、資本なのか、売り上げなのかということになってくると、これ
は財務諸表の体系全体に影響してくるんですね。 
 なぜならば、企業会計というのは、先ほど言ったフロー─フローというのは１会計
期間中の取引を指すんですけれども、お金が入ったり出ていくことを指すんですね。そ
の際に損益計算書というのは、企業会計にもあるわけですけれども、売り上げとして入
ってくるお金はそこでとらえるんですね。だけども、損益計算書では資本として入って
くるお金はとらえようがないんですね。ですので、税金というものが仮に資本となった
ときには、会計の勘定体系とか、あるいは財務諸表の体系を全部変えなくてはいけない
と。そこで非常に大きな論点になってきております。 
 これが、まさに住民というものの位置付けというのが、財政民主主義というものと大
きくかかわりがあります。それを簡単に説明してまいります。 
 公会計の領域、カバーする領域というのも、これも争いがあるんですね。３つ主要な
領域があります。予算編成、予算執行、決算報告。予算編成というのは、実際に予算を
つくる段階。予算執行というのは、その当該会計年度においてお金を使っていく段階。
それから、③の決算報告は、その後、議会に対して報告していきましょうということな
んですね。 
 公会計というものを仮に企業会計と同じようにとらえる立場というのもあるんですけ
れども、その場合には、企業と同じように、企業では、株主総会に経営者が決算書を提
出して、承認してもらって終わりということなんですけれども、基本的に企業会計でい
うところの会計という言葉は、決算のみを意味します。企業会計においても予算って何
か使ったりするじゃないかとおっしゃる方がいるかもしれないんですが、意味が違いま
す。企業会計における予算というのは、政府部門における予算というものと、言葉は一
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緒なんですけれども、意味合いが違います。何が違うかというと、法的な拘束力がある
か、ないかなんですね。 
 これはだれがその予算を議決したのかどうかにかかわってくるんですけれども、民間
企業の場合は経営者が自らの目標として予算をつくるわけですので、末端の営業マンか
らすればノルマが大変というのはあるかもしれないんですけれども、経営者からすると、
自分が自ら立てた目標でしかないので、法的拘束力はないんですね。だけども、政府部
門の予算というのは、ご承知のとおり、議会、要は住民の代表機関たる議会において議
決されていますので、法律と一緒なんですね。日本を除くほぼ１００％の国々では、予
算という法形式は使っていません。全部、法律のかたちで議会で議決されています。 
 要は法的拘束力があるかないかというのが大きな違いでありまして、これは会計上も、
法的拘束力を持つような意思決定を誰がするのか。誰がするかというと議会なわけです
けれども、議会は何なんですかというと、主権者たる住民の代表機関ですよね。主権者
たる住民の意思決定というものと、人からお金を預かった経営者の意思決定とは違うん
ですね。そのパフォーマンスの評価も変わってくると。 
 そこは会計の構造の大きな違いになってくるんですけれども、仮にそこを企業会計と
同じだというふうに思う人は、世の中まだ多いんですけれども、その場合には、決算報
告だけが公会計の対象だという方が今でもいます。ある程度います、少ないんですけど
ね、少なくなってきたんですけれども。その場合には、実際に、先ほど総務省で財務諸
表を作成しろという通達まで出ているということを言いましたけれども、単に決算の見
せ方を工夫すればいいんだろうというふうに話を矮小化してしまうんですね。そうじゃ
ないということです。 
 特に予算編成、予算執行の両方において、適正な予算編成─適正なというのは、財
政規律を確保しつつ、特に昨今やはり重要になってきているのは、時間軸上の資源配分
という言い方をするんですけれども、将来世代の受益と負担ということまでも見据えて、
何が正しい予算なのかということまで数字で表していく。いきなりふっと言って、皆さ
ん、えっと思ったかもしれないんですが、予算編成の正しさ、正当性という概念を使い
ますけれども、これは数字になります。 
 これは数字にどうやってするかというと、会計上は、政府部門というもののバランス
シートを作成した場合に資産と負債、そして民間企業でいえば資本に相当する純資産と
いうのがあるんですね。純資産の増減を見ます。政府部門の純資産というのは、それが
増えた場合には、現役世代がその分お金をつぎ込んで、将来世代が利用可能な資源が増
えたということを意味するんですね。逆に純資産が減少したということは、現役世代が
良い思いをしたというか、資本を食いつぶして、将来世代の負担を増やしたということ
を意味します。ですので、時間軸上の資源配分の正しさというのは、より多くの人々、
将来世代も含めたところのより多くの人々に利益になるかどうかで判定していくんです
ね。そのときには、会計上の概念である純資産の変動というのを数字で見ていくわけで
あります。 
 また、予算編成の中では、単に公会計制度、制度だけを変えればいいという話じゃな
いんですね。実際の予算編成のプロセス、だれがどの段階で意思決定するのかというこ
とを変えていかなくてはいけないんですね。これまでの予算編成というのは、皆さんご
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承知のとおり、大体、秋口に各役所の原課ないし原局から財政課なりに予算要求が来ま
して、それを財政課なりが査定すると。最後に知事査定とかをやるわけですけれども、
そういうボトムアップの予算編成プロセスだけじゃなくして、そもそも予算要求の来る
前に、まず知事なり、財政運営に責任を負うべき議会なりで、どういうふうな資源配分
を行うべきなのかという大枠の意思決定が必要なんですね。 
 国の方では徐々にそれが浸透してきています。いわゆる「骨太の方針」というのが毎
年６月から７月上旬に閣議決定されるようになってきているんですけれども、その後に
「予算の全体像」というのが、これは経済財政諮問会議で議決されるようになっている
んですね。ただ、「予算の全体像」といっても、今現在、歳入歳出の総額とかは全く出
ていないんですね。ここはまだ制度の編成の途中ということなんですけれども、要はボ
トムアップだけはやっぱり足りないと。もちろんトップダウンだけじゃだめなんですけ
れども、ボトムアップとトップダウンの意思決定の仕組みをどう組み合わせていくのか
ということが重要なわけですね。 
 ですので、公会計制度改革というのは、これまでの予算編成において、だれが意思決
定したのか、どの段階でどういうふうな意思決定したのかというのを変えていく話です
ので、既存の予算編成にかかわっていた人たちからすると、何ていうことをするんだと
いうふうな言われ方をしたりもします。 
 特にトップダウンの意思決定というのは、いわば政治の側での意思決定なんですね。
役人からは、やはり国民の信託というものを、負託というものを受けていない人たちで
すので、昨年度の予算にいくら上乗せするのかという増分査定主義しかできないんです
ね。そうじゃなしに、白地に絵をかくような予算編成をできるのは、やはり議会なり、
あるいは実際であればもちろん二元代表制ですので首長さん、そういうふうな正当性の
根拠はどこにあるのかというのが、予算編成プロセスに実はかかわってきているんです
ね。もちろん予算執行というのも、お金がいろんなところで無駄遣いなされてないかと
か、そういうのを見なくてはいけないということであります。 
 ここは、先ほど言いました税金をどうとらえるのかということと関係します。左側に
「企業会計から出発するアプローチ」とわざわざ書きましたけれども、これはいわゆる
ニューパブリックマネジメントとかで、むしろ決算を重視するという立場ですね。企業
会計と同様に、決算を重視するという立場です、決算主義というふうに言われたりもし
ますけれども。それから、右側の「国家経営の観点からのアプローチ」というのは、こ
れはむしろ予算編成においてだれがどういう意思決定をするのかというのを重視するア
プローチであります。そうすると、先ほど言いましたように、勘定体系というものが企
業会計と必ずしも同じじゃないんですよ、むしろ拡張しなくてはいけない、それからシ
ミュレーションというものをやらなくてはいけないということであります。 
 ここは「財政の３機能」ですけれども、これは財政学でよく言われていることなので、
そんなに言うべきことはないんですけれども、要は予算編成において、どういう意思決
定ないし取引というものが想定されているのかということです。資源配分というものと
所得再分配、経済安定化というふうに、これはもう定説化されているわけですけれども、
この３つともすべて、いわゆる企業会計でいうところの損益計算書に載ってくるような
取引ではありません。いろいろ言い始めると中身が複雑になりますので、これ以上言い
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ませんけれども、結論だけ覚えておいていただきたいんですが、要は財政において必要
なこういった３つの機能というものを会計情報としてあらわす際には、利益の計算を目
的とする損益計算書に、これは３つとも出てこないということであります。 
 いろんな取引があるわけですけれども、行政固有の今言ったような財政の３機能にか
かわる取引、それから企業会計で処理可能な取引、この右側ですね、右側がせいぜい企
業会計の損益計算書で処理可能な取引で、それ以外が多いんですよということでありま
す。 
 ようやくここに来ました。ようやく税金の話になるんですけれども、あらゆる組織、
公共部門であれ、あるいは民間企業であれ、必ず２つの意思決定のレベルがあります。
これはマネジメント・レベルというものとガバナンス・レベルというものに分けられま
す。 
 ちょっとこれは片仮名を使っているんですが、要は右側のガバナンス・レベルという
のは、組織の実質的な所有者、株式会社でいえば株主だと思っていただければいいです。
左側のマネジメント・レベルというのが、人からお金を預かっている人、経営者なりを
指します。国でいえば、ガバナンス・レベルというのは、本当はこれは国民です、主権
者たる国民。所有者ですので。主権という言葉は一体何を意味するかというと、これは
政府に対する所有権、実質的な所有権を指します。もちろん主権概念にはいろいろあり
ますけれども、主権の概念とはいったい何かとひとことで言えと言われたらば、政府に
対する実質的な所有権というふうに言うのが、日本国憲法上、一番正しい解釈とされて
います。 
 ただし、ガバナンス・レベルにある所有者としての国民は、自ら意思決定に参加する
ことはなかなかできないんですね、選挙を通じてしか。ですので、ここに代表たる議会、
皆さん議員が入ってくるわけです。マネジメント・レベルの方というのは、人からお金
を預かるわけですね。これは行政機関であります。国ですと事務次官以下ということに
なろうかと思うんですけれども、その点、二元代表制をとる地方自治体の場合には、首
長の立場というのはちょっと微妙ですよね。ガバナンス・レベルの立場もあれば、マネ
ジメント・レベルの立場もあるというふうな、そういう整理になってまいります。 
 ここ数年、アカウンタビリティというのが、行政においてもよく使われる言葉として
挙げられますけれども、アカウンタビリティって一体どういう意味なのかということで
す。 
 通常、皆さんが目にするアカウンタビリティという言葉は、単なる情報公開とか、情
報の透明性とか、それを指すものとして使われている嫌いがあると思うんですけれども、
そうじゃありません。アカウンタビリティというのは、会計ということを意味するアカ
ウンティングと似ていますよね。ですから、本当は、カウンティング、アカウンタビリ
ティというのは、責任というものに非常に密接に関連する概念です。アカウントという
のは責任を画する単位なんですね。アカウンティングというのは、責任を明らかにする
体系のことを言います。 
 ですので、アカウンタビリティとは何か。ようは、ガバナンス・レベルから、お金な
り、国ですと生命・財産・自由ということなんですけれども、政府たるマネジメント・
レベルに対して預けます。預かった方は、受託者としての責任を負います。これは受託
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者責任という言い方をします。受託者責任を遂行する過程で、お金を使ったり投資した
りするわけですけれども、その結果を会計期間が終わった後に、会計報告で組織の所有
者に対して説明します。その説明が了承されたならば、受託者責任は解除されるという
言い方をします。この今言った受託者責任の設定から解除に至る一連のプロセスを全部
指して、アカウンタビリティというんですね。非常に複雑な概念です、本当は。日本語
で一言で言えば、受託者責任の明確化と言っていいかと思います。ですので、単なる情
報公開というのは責任を不明確にする場合があるんですね。それはだめです。それはア
カウンタビリティの名に値しないということであります。 
 ここで、次に、これを国の場合に当てはめて言っていきますと、受託者にお金を出し
てもらうんですね、つまり税金を出します。お金を出すことにより受託者責任が設定さ
れるわけですね。受託者たる政府というのは、受託者責任を負うわけですけれども、こ
の受託者責任、誰に対して負っているんですかというと、法理論上は受益者に対して負
います。委託者というのは、お金を出した瞬間に法律関係から抜け出ちゃうんですね。
結局、この２者の関係、受託者と受益者との関係になります。受益者というのは、おも
しろいことに、まだ生まれていない人とかも含められます。これ、遺言信託とか、まだ
生まれていないんだけれども、孫が生まれたら、それに自分の遺産をやりたいというふ
うにできますよね。それと一緒です。 
 日本国憲法の前文に、「そもそも国政は、国民の厳粛な信託によるものであり」とい
う文言があるんですけれども、実はこの信託というのは、日本国憲法の非常に重要な統
治機構の構成原理になっています。これは何でこんなことを言えるのかというと、もち
ろん文言として「信託」という言葉があるということなんですけれども、それと同時に、
実際にはそのくだりというのはアメリカの独立宣言から来ています。アメリカの独立宣
言にも実はネタ本があって、これはジョン・ロックの、岩波文庫だと「市民政府論」と
いうのがあるんですけれども、その中でこの信託説に基づく「社会契約論」というのが
あるんですけれどもね。 
 その場合に、受益者というものが、これは信託受益権というのは、政府に対して受益
することを求めることのできる権利、別の言い方をすれば基本的人権なわけですね。一
方で、信託受益権というのは、実質的所有権ともされるんですね。実をいうと、この信
託というのは法人と同じ機能を持っています。イギリスの世界最大の保険会社と言われ
るロイズというものとか、ロンドン証券取引所というのは、この信託でずっと運営され
ているんですね。株式のかわりに信託受益権を持っています、その出資者というのは。
ですので、国民主権というのは、政府に対する実質的な所有権であると。その具体的内
容は何かというと、信託受益権です。 
 アメリカ憲法は、結構、面白くて、実をいうと、最初は基本的人権に関する規定がな
かったんですね。単に統治機構、大統領と議会と裁判所に関する規定しかありませんで
した。何でかというと、実際にその理由を述べている「フェデラリスト」というパンフ
レットがあるんですけれども、その中では、国民主権というのはむしろ基本的人権より
も大きな概念なんだということです。我々はつい、基本的人権というものと国民主権と
いうものを別々の全く違うものだというふうに考えがちなんですけれども、本当はこの
信託の考え方からすると、同じものを別の切り口で見たということになるということで

- 16 - 



あります。 
 実際に、憲法１１条に、「現在及び将来の国民に基本的人権を与える」という文言が
あります。これ、ちょっとよく考えていただきたいんですが、ちょっと変だと思いませ
んか。将来の国民というのは、まだ生まれてきてない人がいるわけですよね。民法的に
いうと、権利能力がないわけです。権利能力がない人にどういうふうに人権を与えるの
かということなんですね。これは信託の考え方を使わないと説明ができないものだとい
うふうにされています。ですので、この場合の「現在及び将来の国民」というのは主権
者であり、かつ政府の所有者であるというふうなことになります。 
 公会計においてこれを敷延していくと、所有者からのお金の拠出というものが、これ
は資本なわけです。出資なわけですね。あくまでも国民ないし住民というのは主権者で
あるということからすると、税金というのを売り上げと言うのはちょっとおかしいんじ
ゃないですかと。日本でも、税金が売り上げだという、これ、収益説というんですけれ
ども、これを唱えている人がいます。収益説ということは、国民を政府のお客さんとし
てとらえるんですね。お客さんというのはいい意味と悪い意味があります。お客さまは
神様ですというふうに、大事にされるという意味ではいいかもしれないんですけれども、
お客さん扱いと言いますよね。要は第三者なわけですよ、組織からすると。人ごとです、
本当に。 
 ですので、組織の外から得るお金であれば、それは収益ないしは売り上げというふう
に言っていいんですけれども、逆に言うと、公会計において税金を売り上げだというふ
うに言う人は、日本国民ないしは県民ないし住民が主権者ではないということを言わな
いと、収益説というのは本当はとれないという言い方をされるんですね。これは一番、
収益説というものの弱点だというふうに言われています。 
 さらに言うと、さっき言ったようにアカウンタビリティという概念は、お金を預かっ
た人が組織の所有者に対して、こういうふうにお金を使いましたよという説明をするこ
とでもって、受託者責任を解除してもらうのが、アカウンタビリティなんですね。逆に
言うと、国民をお客さんだと思ってください、お客さんに対して、お金をこういうふう
に使いましたよというふうに言ったとして、あるいはこういうふうに使いますよという
のは、これは何かというと、宣伝、広告です。税金を収益と扱う人は、アカウンタビリ
ティという概念から離れていかざるを得ないんですね。 
 でも、皆さん、会計学があまりお詳しくない方も多いと思うんですけれども、会計学
で一番大事なことは何か、アカウンタビリティと言われているんですね。アカウンティ
ングだからこそアカウンタビリティなわけですけれども、アカウンタビリティなくして
会計と言えるのかという話ですね。このへんは結構、理論的にも相当対立があったとこ
ろなんですけれども、さすがにもうあまり愚かなことを言う人はいなくなってきたのか
なと。まだいることはいるんですけどね。 
 次に、もう一つ大事なのが、ガバナンスという概念です。ガバナンスという言葉は、
コーポレート・ガバナンスですとか、皆さん、ここ数年よく聞く言葉だと思うんですけ
れども、意味がはっきりわかって使っている人は実は少ないんですね、これ、国際的に
もそうなんですけれども。一言で言えば、ガバナンスというのは意思決定を規律する仕
組みのことをいいます。パブリック・ガバナンスというのは何かというと、これは皆さ
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ん方のような議会の構成員、代表機関たる議会の意思決定を規律する仕組みのことをパ
ブリック・ガバナンスといいます。 
 国民から見ると、先ほど言ったように、国民自体は主権者ですので、自ら予算編成と
かを本当はやりたいんですね、やれるもんならやりたい。だけども、衆愚政治に陥ると
か、そういういろんな理由もあって、皆さん方代表機関たる議会にその権限を委ねてい
るわけですね。ただし、じゃ、実質的な主権者たる国民と代表機関たる議会が全く同じ
意思決定を常にできるかというと、できるわけないんですよね。ですので、そのときに
主権者たる国民の利益に反しないような意思決定をするように、議会の意思決定を規律
する仕組みが必要だということです。それが公会計だということですよ。 
 それを、先ほど申し上げたように政府の財務諸表、予測財務諸表を作成して、純資産
の変動なり、どこにどれだけの資産をつくったのか、あるいは負債をどれだけ抱えたの
かということをどんどんシミュレーションしたり、説明がつくように財政運営をしても
らうと。その仕組みのことをパブリック・ガバナンスというふうにいいます。 
 ここには、主権者たる国民と、それから代表機関たる国会─これは国の例で書いて
いますけれども、国会および内閣、その国会および内閣が立法行為あるいは行政行為を
行って、その効果が国民に帰属するためには、正当性の確保、これが数字にして表して
いけるということなんです。正当性概念というんですけどもね。 
 この辺はちょっと細かいので、説明を端折ります。公会計でどういう勘定科目、勘定
体系が必要なのかということなんですが、ちょっと時間が押してますので、最後にシミ
ュレーションをお見せします。 
 これはまだ余り外向きにはお見せしていないやつなんですが、何かということから説
明しますと、これは国の平成１９年度予算の一般会計と特別会計を合わせたところの連
結のものであります。さっき聞いたところ、三重県議会はどうやら民主党系の会派が多
数を占めているというので、ちょっと申しわけないんですが、これは自民党政調会から
請け負って３年前からやっているプロジェクトなんです。 
 要は、まず全省庁連結ということで、歳入が最初の概算要求の段階では４７兆だった
と。その他の歳入等をいろいろ入れますと、ここは非常に２４４兆と大きいんですけれ
ども、これは一般会計、特別会計両方を連結した数字だから、こういうことになってい
るんですね。 
 これが、あと省庁別に、税収が一体どの省庁にどれだけお金がくるんですかというこ
ととか、他会計からの繰り入れが省庁ごとにまず出てきまして、ここからが、どの省庁
が一体人件費で幾ら予算でまず計上しているんですかと。物件費として一体幾らですか、
その他、ここからは公共事業ですね、資本形成に役所ごとに幾ら幾ら出しているんです
か、あるいは貸付金、出資金、扶助費、補助金等、移転支出等々、ようはお金がどれだ
け出ていくですかということですね。 
 これをまずちょっと結果シートを見ますと、概算要求の段階で見ると、新規国債発行
額２３兆必要ですよというのが出てくるんですね。赤字国債はそのうち２１兆ですとか、
いわゆるプライマリーバランス。プライマリーバランスという言葉は気をつけてくださ
い。「骨太の方針」とか、内閣府が言っている場合には、国・地方を合わせているんで
すね。その際に「国」と言うときに、これは統計上の概念なんですけれども、一般会計
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というのを使っていますので、財政投融資の特会とかは入っていません。逆に石油公団
の石油の備蓄とかが入っちゃってるんですね。ちょっと入り繰りがありまして、それは
気をつけていただく必要があります。１２月に財務省原案について出ていたのは、プラ
イマリーバランス、マイナス９兆幾らというのは、これは一般会計だけのプライマリー
バランスです。プライマリーバランスといっても世の中いろいろあるので、そこは気を
つけていただきたいんですが。 
 あと、純資産総額、先ほど言った正当性をはかる、これは幾ら変動するのか。マイナ
ス５兆９，０００億、将来世代に負担が先送りされたというふうな、そういう数字がま
ず概算要求ですね。総資産が７６９兆、期末の総負債、実はもう１，０００兆を超えて
います、国の場合は。まだ統計上は１８年度末にようやく超えるかどうかということな
んですけれども、これ、平成１９年度末の予測の数字ですので、このぐらいになってい
るんですね。 
 ここにちょっともういっぺん戻りまして、「予算編成の基本方針」というのが１２月
初めに閣議決定されます。これを入れるとどうなるんですかということですね。例えば
税収が、景気がよくなって５３兆になりましたですとか、あと公共事業費を対前年度の
３％削減ですとか、社会保障給付費２，２００億円削減とか、もろもろ。これが大体、
予算の仕上がりの姿に近いんですが、その結果どうなるんですかというと、公債の発行
額が、一般会計、特別会計を合わせたところでいうと、マイナス１６兆で済むと。ただ、
実際には２５兆発行するようになっています。これは何でかというと、実際には特別会
計、特に財政投融資などの特別会計は非常に財政状態はいいんですね。そこらへんのお
金を今、一般財源化とか特定財源うんぬんと言ってますけれども、仮に一般財源化を全
部しちゃって、全部コントロールすると、こういうことですよと、そういう数字です。
プライマリーバランスも、実はもうマイナス３兆５，０００億まで減っているんですね、
一般会計、特別会計合わせたところでは。等々の数字が出てくると。 
 これは国全体の連結なんですが、まずここでいったん査定をやります。ここから先は
各省庁ごとに見ていきまして、今言ったものを反映させた数字、例えば国土交通省を見
たいという場合には、ピッといって、ここの省庁連結査定金額というのが、今ほどの全
省庁連結で数字をシミュレーションしたものがあります。ここの２次査定というのが、
省庁ごとに査定をやっていきましょうと。金額ないしはパーセントで入力します。その
結果がここら辺ですね。各省庁ごとの公債発行額ですとか、プライマリーバランスで、
純資産の変動とか、総資産が幾らですかと。 
 さらに言うと、これは国土交通省のすべての予算科目です、ここの青いところに全部
数字を随意に入れられるようになってまして、それを反映させるときには、これを反映
と。これをさらに全省庁連結に反映させてこれを見ると、この結果の数字をシミュレー
ションで見ていけると。 
 ようは、平成１９年度予算に関して全省庁連結の場合と、それから各省庁ごとの個別
の予算科目、それぞれについて全体をコントロールしていくというふうな、そういう仕
組みなわけですね。これについては、年末に、実際には今回、まだ試作品ですので、実
際の予算編成に使うところまでは至っていないんですけれども、経済財政担当大臣とか
官房長官とかには説明に行かされたというか、行ってきて、来年からどう使おうかねと
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いう話を今しているところであります。逆に言うと、これは自治体でも同じように使え
るということであります。 
 これは「国ナビ」と呼んでいるんですけどね、今のやつ。国ナビというふうに呼んだ
りですとか、何ができるかというと、将来世代へのツケ回し額の明確化、予算全体を見
渡すシミュレーション機能、予算編成の仕組みを変える、政策のめり張りをつける、リ
アルタイムの情報開示、これらが先ほどのシステムで可能だということです。 
 ちなみに、「自治ナビ」というのもできるようになっていますので、総務省の先ほど
の報告書にある基準に従って財務諸表を作成していただければ、同じようなシミュレー
ションが、各県ごと、あるいは各自治体ごとにできるようになるということであります。 
 最後に、議会の役割ということで一言だけ申し上げます。 
 まず議会にやっていただかなくてはいけない仕事、まずは予算編成上の意思決定です。
先ほど言いました財政の３機能、資源配分、所得再分配、景気調節とあるんですけれど
も、それと加えて大事なのが、世代間の受益と負担の公平を図ると。時間軸上の資源配
分というものであります。 
 それから、もちろん予算執行の監視、首長さんの予算執行を５つの視点で監査する。
この５つの視点というのは、会計検査院法２０条に出ているやつです。行政機関におけ
る内部統制制度の構築、これは監査の世界の用語なんです、内部統制というのはそうい
う用語なんですが、要は一体だれがお金が動くときに承認して、だれがお金を触るのか
とか、そういう仕組みをきちんとつくっておきましょうということです。 
 ３つ目に大事なのが、決算報告の承認。これですね、決算を承認する場合には、先ほ
ども言ったように受託者責任を解除されます。これは県でいえば首長の受託者責任は解
除されるんですね。だけども、三重県はどうやら何か、先ほどお話してたら２回ほどあ
ったらしいんですが、決算不承認の場合、法的な効果は実際に何が起こるべきなのかと
いうと、原理的には、先ほどの信託説というのはジョン・ロックの抵抗権というやつか
ら来ているんですね。ですので、本当は、抵抗権というのは政権をひっくり返していい
ということですので、クビなんですね。首長さんはまさにクビになるというのが、決算
不承認の場合の法的な結論であります。 
 ですので、今日は議員の方が多いのでこういう議会の観点ということでお話ししたん
ですけれども、ぜひ皆さんの持っていらっしゃる権限・責任の大きさというものをいま
一度確認していただいて、特に私からお願いするとすれば、先ほども申したとおり、実
際の財務諸表作成等について、行政府の方の財政課の職員とかはほとんど緊張感が漂っ
ていない雰囲気ですので、どうやら何かこれはもうほぼ強制されてるらしいぞというん
で、びしっと言っていただければいいかなというふうに思っております。 
 大変時間を超過して申しわけなかったんですけれども、一応ここで終わらせていただ
きます。ありがとうございました。 
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